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（別紙２） 
                                                                            

 
平成21年度障害者保健福祉推進事業（障害者自立支援機器等研究開発プロジェクト）実施協議書 

                                                                                                
                                      平成  年  月  日   
   

厚生労働大臣 殿                                                            
                                                                  
                                                        
                        住  所 〒                    
                                                ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ                                        
                    申請者 氏  名              印          
                        生年月日 １９  年   月   日生          
                                                                                                

  平成21年度障害者保健福祉推進事業（障害者自立支援機器等研究開発プロジェクト）を実施したい 
ので次のとおり研究計画書を提出する。  

                                                                                                
１．研究課題名（テーマ番号） ：                                 
                                                             （               ） 
 
２．当該年度の計画経費      ：金            円也（間接経費は含まない）      
                                                                                                
３．当該年度の研究事業予定期間  ：平成   年   月   日から平成   年   月   

 

日   
                                                              
                                                                                                
４．申請者及び経理事務担当者   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 申 請 者  

 ①所属研究機関  

 ②所 属 部 局   

 ③職 名  

 ④所属研究機関 
 
  所 在 地  
 
  連 絡 先  

 
 
〒 
 
Tel:                          Fax: 
E-Mail: 

 ⑤最終卒業校   ⑥学 位  

 ⑦卒 業 年 次   ⑧専攻科目  

 
 
 
 経 理 事 務 
 担 当 者 

 （ ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ） 
 ⑨氏 名 

 

 ⑩連 絡 先 ・ 
 
 
  所属 部局・ 

〒 
Tel:                          Fax: 
E-Mail: 

  課 名  
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⑪研究承諾の 

有無 

 

有 ・ 無 

 

⑫事務委任の 

有無 

 

 

有 ・ 無 

 

⑬倫理審査委員会等の 

有無 

 

 

有 ・ 無 

 

 

⑭COI(利益相反)委員会の 

有 無 

 

有 ・ 無 

 

⑮COI委員会申し出の有無 

 

有 ・ 無 

 

⑯間接経費の要否 

 

要(    千円、研究費の   ％)  ・ 否 

 
５．研究組織情報                                                                                  

 ①研究者名  ②分 担 す る 
   研 究 項 目 
（エフォート） 

 ③最終卒業校・ 
  卒業年次・学位 
  及び専攻科目 

 ④所属研究機関 
  及び現在の専門 
 （研究実施場所） 

 ⑤所属研究 
  機関にお 
  ける職名 

 ⑥研究費配分 
  予 定 額 
        (千円） 

      

 
 
６．研究の概要  
（１）「７．研究の目的、必要性及び特色・独動的な点」から「１０．倫理面への配慮」までの要旨 
   を１，０００字以内で簡潔に記入すること。 
（２）研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。 

 

 （流れ図） 

７．研究の目的、必要性及び特色・独創的な点 
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（１）研究開発の目的、必要性及び特色・独創的な点については、適宜文献などを引用しつつ、 

１，０００字以内で具体的かつ明確に記入すること。 

（２）当該研究計画に関して研究従事者が有する関連技術および研究開発要素について明確にすること。 

（３）研究期間内に何をどこまで明らかにするかを明確にすること。 

（４）当該研究開発の特色・独創的な点については、国内・国外の他の研究や既存の類似支援機器などと 

比較して何が違うか 

 

 
 
８．期待される成果 
（１）期待される成果については、想定される支援機器ユーザ（障害を有する者）と支援機器の期待さ

れる有用性・効果や厚生労働行政との関連性などを中心に６００字以内で記入すること。 

（２）当該研究開発によって直接得られる研究開発成果だけでなく、間接的に期待される社会的成果 

（行政及び社会への貢献、国民の保健・医療・福祉の向上等）、５年後または１０年後の想定さ 

れるビジョンについて記入すること。 

 

 



実施協議書 

 4/9 

９．研究計画・方法など  
（１）研究目的を達成するための具体的な研究計画及び方法を１，６００字以内で記入すること。 

※試作回数、モニター実験の予定（内容概要）、デモの予定（概要および予定時期）も併せて簡

潔に記入すること 
（２）研究計画を遂行するための研究体制について、研究代表者、研究分担者及び研究協力者の具体 
   的な役割を明確にすること。当事者、関連医療福祉専門職の関与について明確にすること。 
（３）本研究を実施するために使用する研究施設・研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究 
   環境の状況を踏まえて記入すること。 

 
 

  
１０．倫理面への配慮  

  研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益・危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コ ンセ
ント）への配慮等を記入すること。 
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１１．研究従事者の研究歴等  
 研究代表者、研究分担者の主な研究歴等： 
  過去に所属した研究機関の履歴、主な研究課題、これまでの研究実績、受賞数、特許権等知的財産権の取
得数。 

 

 発表業績等： 
  著者氏名・発表論文名・学協会誌名・発表年（西暦）・卷号（最初と最後のページ）、特許権等知 
 的財産権の取得及び申請状況（発表業績等には、研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術雑誌等に
発表した論文・著書 のうち、主なもの（過去３年間）を選択し、直近年度から順に記入すること。また、こ
の研究に直接 関連した論文・著書については、著者氏名の名前に「○」を付すこと。） 
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１２．研究に要する経費 
（１）経費内訳                              （単位：千円）  

合計             研究経費  内       訳  

人件費 賃金 謝金 備品費 消耗品費 雑役務費 
 

借料及び損料 
 

 

       

旅費 会議費 通信運搬費 印刷製本費 光熱水費 委託費   

        

 
 
（２）備品・雑役務・消耗品の内訳（５０万円以上の備品については、原則として賃借によること） 

※必要に応じ行を追加してください 
 
 ア．借料及び損料によるもの（賃借による備品についてのみ記入すること）      

      備   品   名   賃 借 の 経 費   (単位:千円)   数 量 

   

   

 
 
 イ．備品費によるもの（５０万円以上の備品であって、賃借によらないもののみ記入すること）  

     備   品   名      単    価  (単位:千円)   数 量 

   

   

 
 ウ．雑役務費によるもの（５０万円以上の機器制作やソフトウエアの外注費）  

     備   品   名      単    価  (単位:千円)   数 量 
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（３）委託費の内訳   
                                  （単位：千円）  

    委  託  内  容    委   託   先     委 託 費 

   

 
 
１３．他の研究事業等への申請状況（当該年度）                   （単位：千円）  
新規・継続  研究事業名  研 究 課 題 名  代表・分担等  補助要求額  所管省庁等  ｴﾌｫｰﾄ(%) 

       

       

       

       
 
 
１４．研究費補助を受けた過去の実績（過去３年間）                  （単位：千円）  

 年 度  研 究 事 業 名  研 究 課 題 名  補 助 額  所 管 省 庁 等 

     

     

     

     

     

     
 
 
１５．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１８条第１項の   

規定により補助金等の返還を命じられた過去の事業                 （単位：円）  
年 度 研究事業名 研究課題名 補助額 返還額・ 

返還年度 
返 還 理 由 所管省庁等 
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作成上の留意事項 
 
 
１．本研究計画書は、申請課題の採択の可否等を決定するための評価に使用されるものである。 
 
２．「申請者」について 
(1) 氏名は、自署又は記名押印で記入すること。ただし、法人にあっては記名押印とすること。 
(2) 住所は、申請者の現住所を記入すること。 

 
３．「１．研究課題名（テーマ番号）」について 
(1) 研究の目的と成果が分かる課題名にすること。（指定課題の内容と同様のものであれば課題名の変更は

可能） 
(2) カッコ内には当該事業年度の平成21年度障害者保健福祉推進事業（障害者自立機器等研究開発プロジェ

クト）公募要項で定めるテーマ番号を記入すること。 
 
４．「２．当該年度の計画経費」について 
 ・当該事業年度（１会計年度）の研究の実施に必要な計画経費を記入すること。 
 
５．「４．申請者及び経理事務担当者」について 
(1) ①及び②は、申請者が勤務する研究機関及び部局の正式名称を記入すること。 
(2) ⑧は、申請者が専攻した科目のうち当該研究事業に関係あるものについて記入すること。 
(3) ⑨の経理事務担当者には、当該研究に係る経理及び連絡等の事務的処理を担当する経理事務に卓越した
  同一所属機関内の者を置くこと。 
 (4) ⑪は、申請者の所属研究機関の長に対する研究の承諾の有無を記載すること。 
(5) ⑫は、申請者の所属研究機関の長に対する事務の委任の有無を記載すること（事務の委任は必ずするこ
  ととし、委任ができない場合は、採択しないので留意されたいこと。 
(6) ⑬は、申請者のＣＯＩ（利益相反）の管理するＣＯＩ委員会の所属研究機関での設置の有無を記載する
  こと。 
(7) ⑭は、ＣＯＩ委員会へのＣＯＩ管理の申出の有無を記載すること。 
(8) ⑮は、間接経費の要否を記載すること。 

 
６．「５．研究組織情報」について                                
 申請者（研究代表者）及び研究分担者（研究代表者と研究項目を分担して研究を実施する者をいう。）につ
いて記入すること（研究協力者（研究代表者の研究計画の遂行に協力する者(研究分担者を除く。)をいう。）
については記入する必要はない。）。エフォートについては研究者が行う業務の内、何％の時間が当研究のた
め費やされるか記載すること。 
 
７．「６．研究の概要」について 
(1)「７．研究の目的、必要性及び特色・独創的な点」から「１０．倫理面への配慮」までの要旨を１，０ 
   ００字以内で簡潔に記入すること。 
(2) 研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。 

 
８．「７．研究開発の目的、必要性及び特色・独創的な点」について 
(1) 研究開発の目的、必要性及び特色・独創的な点については、適宜文献などを引用しつつ、１，０００字以内
で具体的かつ明確に記入すること。 

(2) 当該研究計画に関して研究開発者が有する関連技術および研究開発要素について明確にすること。 
(3) 研究期間内に何をどこまで明らかにするかを明確にすること。 
(4) 当該研究開発の特色・独創的な点については、国内・国外の他の研究でどこまで明らかになってお 

   り、どのような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。 
 
９.「８．期待される成果」について 
(1) 期待される成果については、想定される支援機器ユーザ（障害を有する者）と支援機器の期待される有用

性・効果および厚生労働行政の課題との関連性を中心に６００字以内で記入すること。 

(2) 当該研究開発によって直接得られる研究開発成果だけでなく、間接的に期待される社会的成果 

行政及び社会への貢献、国民の保健・医療・福祉の向上等）、５年後または１０年後の想定されるビジョン

について記入すること。  
１０.「９．研究計画・方法など」について 
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(1) 研究目的を達成するための具体的な研究計画及び方法を１，６００字以内で記入すること。 
試作回数、モニター実験の予定（内容概要）、デモの予定（概要および予定時期）も併せて簡潔に記入す

ること 
(2) 研究計画を遂行するための研究体制について、研究代表者、研究分担者及び研究協力者の具体 

  的な役割を明確にすること。障害者、関連医療福祉専門職の関与について明確にすること。 
(3) 本研究を実施するために使用する研究施設・研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究環境の状況を
踏まえて記入すること。 

 
１１．「１０．倫理面への配慮」について  
研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益・危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コンセント）へ

の配慮等を記入すること。                                                         
 
１２．「１１．研究従事者の研究歴等」について 
(1) 研究代表者及び研究分担者の研究歴について、過去に所属した研究機関名、主な共同研究者（又は指導 
を受けた研究者）、主な研究課題、これまでの研究実績（論文の本数、受賞数、特許権等知的財産権の取 
得数、研究課題の実施を通じた政策提言）等について記入すること。なお、論文については査読があるも 
のに限る。 

(2) 発表業績等には、研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術誌等に発表した論文・著書のうち、
主なもの（過去３年間）を選択し、直近年度から順に記入すること。また、この研究に直接関連した論文・
著書については、著者氏名の前に「○」を付すこと。さらに、本研究に直接関連する過去の特許権等知的
財産権の取得及び申請状況を記載すること。なお、論文については査読があるものに限る。 

 
１３．「１２．研究に要する経費」について                           
(1) ５０万円以上の備品については、原則として賃借によること。ただし、研究期間内で賃借をした場合の
  金額と購入した場合の金額を比較して、購入した場合の方が安価な場合は購入しても差し支えない。 
  なお、賃借をした場合においても、所有権の移転を伴うものは認めない。 
(2) 「(1) 備品の内訳」は、当該研究の主要な備品で、５０万円以上のものを「ア．借料及び損料によるも
  の」又は「イ．備品費によるもの」に分けて記入すること。 
(3) 「ア．借料及び損料によるもの」については、賃借による備品についてのみ記入し、「イ．備品費によ 
   るもの」については、賃借によらない備品についてのみ記入すること。 

 
１４．「１３．他の研究事業等への申請状況」について                     
  当該年度に申請者が、厚生労働省から交付される研究資金（公益法人から配分されるものを含む。）、 
他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研究資金及び公益法人から交付される研究資金等への研 
究費の申請を行おうとしている場合について記入すること。 

 
１５．「１４．研究費補助を受けた過去の実績（過去３年間）」について                 
 ・申請者が、過去３年間に厚生労働省から交付される研究資金(公益法人からは配分されるものを含む。）
 、他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研究資金及び公益法人から交付される研究資金等を受 
  けたことがあれば、直近年度から順に記入すること（事業数が多い場合は、主要事業について記入するこ 
  と。）。 
 
１６．「１５．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１８条第１
 項の規定により補助金等の返還が命じられた過去の事業」について 
(1) 平成１６年度以降に補助金等の返還を命じられたことがあれば、直近年度から順に記入すること。 
(2) 返還が研究分担者による場合は、その理由を明確に記載すること。 

 
１７．その他                                                                                    
(1) 手書きの場合は、楷書体で記入すること。                                                     
(2) 日本工業規格Ａ列４番の用紙を用いること。各項目の記入量に応じて、適宜、欄を引き伸ばして差し 
  支えない。 
                     


